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自主財源自主財源自主財源自主財源

依存財源依存財源依存財源依存財源

市税（20%）

59億7,946万円

使用料・手数料

（2%）

6億5,576万円

分担金・負担金

（1%）

2億2,489万円

諸収入など

（1%）

4億2,492万円

繰入金（3%）

8億7,639万円

繰越金（3%）

8億6,436万円

地方交付税など（32%）

98億5,090万円

国庫支出金（16%）

49億4,882万円

県支出金（9%）

28億186万円

その他（４%）

12億2,376万円

市債（9%）

28億190万円

１１１１    平成２平成２平成２平成２７７７７年度一般会計の決算状況年度一般会計の決算状況年度一般会計の決算状況年度一般会計の決算状況    

①歳入編①歳入編①歳入編①歳入編    

一般会計の歳入には、市が自主的に調達できる収入となる「自主財源自主財源自主財源自主財源」と、国や県から交付されたり、

割り当てられたりする財源や市債（借金）などの「依存財源依存財源依存財源依存財源」の二つに大きく分類されます。 

自主財源自主財源自主財源自主財源は、市民の皆さんから納められた市税のほか、市の施設の利用料の収入や証明書などを発行す

る際の手数料、各種基金（貯金）を取り崩して財源とする繰入金などがあります。 

一方、依存財源依存財源依存財源依存財源は、皆さんが国に納めた税金の一部となる地方譲与税や交付税、交付金のほか、国・県

から使いみちが決められて交付される支出金、銀行などから借り入れる市債などがあります。 

 宇佐市の平成２７年度一般会計の歳入決算は、自主財源は全体の約３割で、約６割を国や県から交付され

る支出金に依存、残りの１割が借金でまかなわれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自主財源】【自主財源】【自主財源】【自主財源】    

①①①①    市税市税市税市税 ・・・・・・・・ 皆さんから納められた市民税や固定資産税、軽自動車税など 

②②②②    使用料・手数料使用料・手数料使用料・手数料使用料・手数料 ・・・ 市の施設の使用料や住民票の写しの交付手数料など 

    分担金・負担金分担金・負担金分担金・負担金分担金・負担金 ・・・ 事業の経費の一部を受益の程度に応じて利用者に負担していただくもの 

        諸収入諸収入諸収入諸収入などなどなどなど ・・・・・ 寄附金や不動産の売払いなどの財産収入及び諸収入 

③③③③    繰入金繰入金繰入金繰入金 ・・・・・・・ 市の貯金から引き出したお金 

④④④④    繰越金繰越金繰越金繰越金 ・・・・・・・ 昨年度残ったお金 

【依存財源】【依存財源】【依存財源】【依存財源】    

⑤⑤⑤⑤    地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税などなどなどなど ・・・ 国に納めた税金の一部で、使いみちは決められていないもの 

国庫国庫国庫国庫及び県及び県及び県及び県支出金支出金支出金支出金 ・・ 国又は県に納めた税金の一部で、使いみちが決められているもの 

その他その他その他その他 ・・・・・・・ 地方特例交付金や地方消費税交付金など 

⑥⑥⑥⑥    市債市債市債市債 ・・・・・・・・ 国や銀行から借りたお金 

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

① 

市の歳入市の歳入市の歳入市の歳入    
306306306306 億億億億 5,3015,3015,3015,301 万円万円万円万円    

（30%） 

90 億円 

（70%） 

216 億円 
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議会費（1%）

2億6,637万円 総務費（9%）

27億7,020万円

民生費（37%）

109億1,680万円

衛生費（7%）

21億8,841万円
労働費（1%）

5,029万円

農林水産業（7%）

21億4,322万円

商工費（2%）

6億5,158万円

土木費（8%）

22億427万円

消防費（3%）

8億6,206万円

教育費（14%）

40億3,145万円

災害復旧費（1%）

1億1,636万円

公債費（10%）

28億5,772万円

②②②②歳出編歳出編歳出編歳出編    

【目的別】【目的別】【目的別】【目的別】    

福祉や農林水産業、土木、教育などの目的ごとに分けると下のグラフのようになります。最も多くの経費

を要しているのは、全体予算の 3７%を占めている民生費で、生活保護費などの社会保障経費（扶助費）な

どに使われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①①①①    議会費議会費議会費議会費 ・・・・・ 市議会議員の報酬や議会運営などにかかる経費 

②②②②    総務費総務費総務費総務費 ・・・・・ 庁舎の管理、企画調整、財政管理、戸籍住民基本台帳、選挙などにかかる経費 

③③③③    民生費民生費民生費民生費 ・・・・・ 生活保護費や児童、高齢者、障がい者などの社会福祉施策などにかかる経費 

④④④④    衛生費衛生費衛生費衛生費 ・・・・・ 医療、公衆衛生、ごみなどの一般廃棄物の収集処理などにかかる経費 

⑤⑤⑤⑤    労働費労働費労働費労働費 ・・・・・ 労働者の福祉向上や就労支援などにかかる経費 

⑥⑥⑥⑥    農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費 ・・ 農林漁業の振興、技術の普及などにかかる経費 

⑦⑦⑦⑦    商工費商工費商工費商工費 ・・・・・ 商工業の振興、中小企業の育成、企業誘致などにかかる経費 

⑧⑧⑧⑧    土木費土木費土木費土木費 ・・・・・ 道路、河川、住宅、公園などの整備やこれらの維持管理にかかる経費 

⑨⑨⑨⑨    消防費消防費消防費消防費 ・・・・・ 火災、風水害、地震等の災害から市民を守るための経費 

⑩⑩⑩⑩    教育費教育費教育費教育費 ・・・・・ 学校教育、社会教育などの教育行政にかかる経費 

⑪⑪⑪⑪    災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費 ・・・ 大雨や暴風、地震などの災害により被災した施設の復旧にかかる経費 

⑫⑫⑫⑫    公債費公債費公債費公債費 ・・・・・ 事業を行うために国や金融機関から借り入れた市債の返済にかかる経費 

市の歳出市の歳出市の歳出市の歳出    
290290290290 億億億億 5,8735,8735,8735,873 万円万円万円万円    

① 

② 

⑥ 

⑤ ④ 

③ 
⑨ 

⑩ 

⑪ ⑫ 

⑦ 

⑧ 
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義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

その他経費その他経費その他経費その他経費

人件費（17%）

48億9,704万円

扶助費（23%）

67億753万円

公債費（10%）

28億5,771万円

普通建設事業費

（16%）

47億2,039万円

災害復旧事業費

（1%）

1億1,636万円

物件費（11%）

33億1,288万円

補助費等（6%）

18億1,428万円

維持補修費（1%）

2億9,779万円

繰出金（13%）

37億6,131万円

貸付金など（1%）

8,377万円

積立金（1%）

4億8,967万円

【性質別】【性質別】【性質別】【性質別】    

目的別の歳出予算を、人件費や投資的経費などの性質別に分けると、歳出予算の特徴を違った視点からみ

ることができます。最も多いのは全体の 2３％を占めている扶助費で、生活保護費や児童福祉費、高齢者福

祉費、障がい者支援など、福祉や医療助成などにかかる経費となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【義務的経費】【義務的経費】【義務的経費】【義務的経費】    

  ①①①①    人件費人件費人件費人件費 ・・・・・・ 職員の給料などにかかる経費 

  ②②②②    扶助費扶助費扶助費扶助費 ・・・・・・ 生活保護、児童福祉、高齢者福祉、障がい者支援費などの福祉や医療にかかる経費 

  ③③③③    公債費公債費公債費公債費 ・・・・・・ 事業を行うために国や金融機関から借り入れた市債の返済にかかる経費 

【投資的経費】【投資的経費】【投資的経費】【投資的経費】    

  ④④④④    普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費 ・・ 道路や学校などの建設や大規模改修などの生活基盤の整備にかかる経費 

          災害復旧事業費災害復旧事業費災害復旧事業費災害復旧事業費 ・・ 大雨や暴風、地震などの災害により被災した施設の復旧にかかる経費 

【その他経費】【その他経費】【その他経費】【その他経費】    

  ⑤⑤⑤⑤    物件費物件費物件費物件費 ・・・・・・ 光熱水費、消耗品費、通信運搬費、委託料などにかかる経費 

          補助費等補助費等補助費等補助費等 ・・・・・ 各種事業等に対する補助金や一部事務組合に対する負担金等にかかる経費 

  ⑥⑥⑥⑥    維持補修費維持補修費維持補修費維持補修費 ・・・・ 施設の維持管理にかかる経費 

  ⑦⑦⑦⑦    繰出金繰出金繰出金繰出金 ・・・・・・ 下水道事業や介護保険などの特別会計の収入を補うための経費 

  ⑧⑧⑧⑧    貸付金など貸付金など貸付金など貸付金など ・・・・ 市が一時的に貸したり預けたりする経費 

  ⑨⑨⑨⑨    積立金積立金積立金積立金 ・・・・・・ 各種基金への積立金 

 

市の歳出市の歳出市の歳出市の歳出    
222290909090 億億億億 5,8735,8735,8735,873 万円万円万円万円    

① 

④ 

② 

③ 

⑤ 

⑦ 

⑥ 

⑨ 
⑧ 

（50%） 

145 億円 

（17%） 

48 億円 

（33%） 

98 億円 
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２２２２    家計簿にしてみると家計簿にしてみると家計簿にしてみると家計簿にしてみると    

宇佐市の財政状況を少し身近に感じていただくため、平成 2７年度 

一般会計の決算を、年収５００万円の家計に見立て、１ヶ月あたりの 

家計簿に置き換えてみました。 

 

    年収５００年収５００年収５００年収５００万円を月収にすると万円を月収にすると万円を月収にすると万円を月収にすると    ・・・・・・・・・・・・    １ヶ月あたり１ヶ月あたり１ヶ月あたり１ヶ月あたり約４１６，７００円約４１６，７００円約４１６，７００円約４１６，７００円    

 

 
 
   ※表中の矢印(↑)(↓)は、 

前年度に対する増減を表しています。 

 

 
収収収収    入入入入    支支支支    出出出出    

 

①市税①市税①市税①市税    

（市民税や固定資産税）    

給料給料給料給料    食費食費食費食費    ①人件費①人件費①人件費①人件費    

（議員報酬や職員の給料）    ((((↓↓↓↓))))    81,30081,30081,30081,300 円円円円    ((((↓↓↓↓))))    70,20070,20070,20070,200 円円円円    

②②②②使用料・手数料使用料・手数料使用料・手数料使用料・手数料ななななどどどど    

（市の施設使用料や手数料）    

パート収入パート収入パート収入パート収入    医療費医療費医療費医療費    ②扶助費②扶助費②扶助費②扶助費    

（生活保護、児童・高齢者福祉など）    ((((↓↓↓↓))))    17,70017,70017,70017,700 円円円円    ((((↓↓↓↓))))    96,20096,20096,20096,200 円円円円    

③地方交付税③地方交付税③地方交付税③地方交付税などなどなどなど    

（国や県からもらったお金）    

親からの仕送り親からの仕送り親からの仕送り親からの仕送り    ローンの返済ローンの返済ローンの返済ローンの返済    ③公債費③公債費③公債費③公債費    

（市債の元金・利子など）    ((((↑↑↑↑))))    255,900255,900255,900255,900 円円円円    ((((↓↓↓↓))))    41,00041,00041,00041,000 円円円円    

④市債④市債④市債④市債    

（国や銀行から借りたお金）    

借金借金借金借金    家や庭の建築、改修家や庭の建築、改修家や庭の建築、改修家や庭の建築、改修    ④普通建設事業費など④普通建設事業費など④普通建設事業費など④普通建設事業費など    

（公共施設の新築・改修など）    ((((↑↑↑↑))))    38,10038,10038,10038,100 円円円円    ((((↑↑↑↑))))    69,40069,40069,40069,400 円円円円    

⑤繰入金⑤繰入金⑤繰入金⑤繰入金    

（市の貯金から引き出したお金）    

貯金のとりくずし貯金のとりくずし貯金のとりくずし貯金のとりくずし    光熱水費光熱水費光熱水費光熱水費    ⑤物件費⑤物件費⑤物件費⑤物件費    

（光熱水費や業務委託料など） ((((↑↑↑↑))))    11,90011,90011,90011,900 円円円円    ((((↑↑↑↑))))    73,50073,50073,50073,500 円円円円    

⑥繰越金⑥繰越金⑥繰越金⑥繰越金    

（昨年度残ったお金）    

繰越金繰越金繰越金繰越金    車などの修理代車などの修理代車などの修理代車などの修理代    ⑥維持補修費⑥維持補修費⑥維持補修費⑥維持補修費    

（公共施設の維持、修繕料など）    ((((↓↓↓↓))))    11,80011,80011,80011,800 円円円円    ((((↑↑↑↑))))    4,34,34,34,300000000 円円円円    

  子どもへの仕送り子どもへの仕送り子どもへの仕送り子どもへの仕送り    ⑦他会計への繰出金⑦他会計への繰出金⑦他会計への繰出金⑦他会計への繰出金    

（下水道や介護保険などへの繰出）      ((((↑↑↑↑))))    53535353,9,9,9,900000000 円円円円    

  貸付など貸付など貸付など貸付など    ⑧貸付金など⑧貸付金など⑧貸付金など⑧貸付金など    

（福祉や地域振興のために貸すお金）      ((((－－－－))))    1,2001,2001,2001,200 円円円円    

  貯金貯金貯金貯金    ⑨積立金⑨積立金⑨積立金⑨積立金    

（基金などへ積み立てたお金）      ((((↑↑↑↑))))    7,0007,0007,0007,000 円円円円    

 計計計計    416,700416,700416,700416,700 円円円円    計計計計    416,700416,700416,700416,700 円円円円     
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財調調整基金 減債基金 特定目的基金 地方債現在高

３３３３    市民一人あたりで市民一人あたりで市民一人あたりで市民一人あたりでみるとみるとみるとみると    

 平成２７年度一般会計の決算決算決算決算額額額額及び積立金現在高（貯金）積立金現在高（貯金）積立金現在高（貯金）積立金現在高（貯金）、 

地方債現在高（ローン）地方債現在高（ローン）地方債現在高（ローン）地方債現在高（ローン）を市民一人あたりに換算してみました。 
 

平成２８平成２８平成２８平成２８年３月３１日現在の住民基本台帳年３月３１日現在の住民基本台帳年３月３１日現在の住民基本台帳年３月３１日現在の住民基本台帳    

人人人人    口：口：口：口：５７，８２３５７，８２３５７，８２３５７，８２３人人人人        

世帯数：２５，８３０世帯数：２５，８３０世帯数：２５，８３０世帯数：２５，８３０世帯世帯世帯世帯    

    
                                                                                                            ＜市民一人あたり＞＜市民一人あたり＞＜市民一人あたり＞＜市民一人あたり＞    ＜一世帯あたり＞＜一世帯あたり＞＜一世帯あたり＞＜一世帯あたり＞    
    

○平成２７○平成２７○平成２７○平成２７年度に使ったお年度に使ったお年度に使ったお年度に使ったお金金金金    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    ５３５３５３５３万万万万００００千円千円千円千円        １１８１１８１１８１１８万万万万７７７７千千千千円円円円    
  （歳出決算額：３０６億５，３０１万円） 

    ○平成２７○平成２７○平成２７○平成２７年度末時点の年度末時点の年度末時点の年度末時点の貯金貯金貯金貯金（積立金）（積立金）（積立金）（積立金）残高残高残高残高    ・・・・・・・・・・・・    ３２３２３２３２万万万万６６６６千円千円千円千円            ７２７２７２７２万万万万９９９９千円千円千円千円    
  （積立金現在高：１８８億３，８４５万円） 

    ○平成２７○平成２７○平成２７○平成２７年度末時点の年度末時点の年度末時点の年度末時点のローンローンローンローン（地方債）（地方債）（地方債）（地方債）残高残高残高残高    ・・・・・・・・    ４５４５４５４５万万万万００００千円千円千円千円        １００１００１００１００万万万万７７７７千円千円千円千円    
  （地方債現在高：２６０億９７８万円） 

 

４４４４    積立金と地方債積立金と地方債積立金と地方債積立金と地方債    

①積立金①積立金①積立金①積立金（基金）（基金）（基金）（基金）についてについてについてについて    

 特定の目的のために積み立てられる資金のことで、その目的によって順次積み立てて 

いくもの、定額を運用していくもの、果実（預金利子等）を運用していくものなどがあり、 

主に次の４種類に分けられます。 

・財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金：将来の大事業や災害などの事態に備えて積み立てるもの。 

・減債基金減債基金減債基金減債基金：借入金（地方債）返済のために積み立て、毎年平均的に返済できるようにするためのもの。 

・特定目的基金特定目的基金特定目的基金特定目的基金：公共施設の整備など、特定の目的を計画的に実施するためのもの。 

・定額運用基金定額運用基金定額運用基金定額運用基金：特定の目的のために定額の資金を運用するためもの。 

 

②地方債について②地方債について②地方債について②地方債について    

 学校や道路などの公共施設を整備するには多額の費用がかかります。 

そのため、資金を借り入れて事業を実施しますが、主に次の２つの理由 

が挙げられます。 

・公共施設の整備に要する経費は多額であり、全額費用を一度に支出するのは負担が大きいため。 

・公共施設は何十年と長く使用されるもので、現在、税金を納めている市民の皆さまだけでなく、将来、

施設の利用者となる市民の皆さまにも借入れの返済という形で経費を公平に負担していただくため。 

 

③積立金及び地方債現在高の推移③積立金及び地方債現在高の推移③積立金及び地方債現在高の推移③積立金及び地方債現在高の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（億円） 

51 
63 71 

97 
121 

81 

137 
157 

174 
182 188 
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56,202 55,459 59,492 61,152 58,120 58,996 58,939 59,984 60,021 59,898 59,794

6,379 6,860 6,677 6,444 5,991 5,931 6,710 6,687 6,760 6,658 6,5588,002 14,359 9,290 7,133 7,581 10,967 6,961 6,943 8,924 7,495 6,498
17,441 7,462 10,920 4,967 8,359

8,623 10,642 10,016 10,870 15,221 17,408

100,345
99,659 94,927

96,086 98,217
102,986 103,060 103,199 101,155 98,310 98,509

53,910
49,376 46,211 62,776

72,351

78,637
65,296 63,481

72,810 71,383
77,507

10,172
9,995

8,656

8,137

7,922

7,848

7,329 6,687
6,720 7,683

12,237
28,919

23,836
23,626

19,370

18,786

25,627

21,869 28,797
27,373 23,829

28,019

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市税 使用料・手数料 諸収入・分担金等 繰入金・繰越金

地方交付税 国・県支出金 各種交付金等 市債

68,401 66,262 68,016 64,195 60,073 59,537 53,302 52,027 51,463 50,960 48,970

41,558 41,537 43,442 44,987 47,447 55,648
58,538 61,379 61,488 66,388 67,075

37,238 38,002
37,974 37,188 35,162

32,230 32,507 30,623 29,609
28,722 28,577

38,677
27,331 18,900

36,807
27,780

46,577

29,608
40,746 38,191 38,031 47,204

28,070

25,716
24,112

22,826

26,163

26,141

28,250

27,752 31,083 31,394
33,129

12,673

12,256
17,526

11,848
20,997

11,396

11,775

12,261 12,246
13,527

18,143

44,063

48,222
40,460

36,987 43,400

50,187

43,978

44,507 49,546 42,812

47,489

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 物件費 補助費等 その他

５５５５    会計会計会計会計別決算額の別決算額の別決算額の別決算額の推移推移推移推移    

①①①①一般会計一般会計一般会計一般会計    

【歳入】【歳入】【歳入】【歳入】    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【【【歳出（性質別）歳出（性質別）歳出（性質別）歳出（性質別）】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（十万円） 

（十万円） 

市債 

各種交付金等 

国・県支出金 

地方交付税 

繰入金・繰越金 
諸収入・分担金等 

市税 

使用料・手数料 

その他 

普通建設事業費 

公債費 

扶助費 

人件費 

補助費等 

物件費 

281 億 

267 億 260 億 266 億 

277 億 

300 億 

281 億 
286 億 

295 億 290 億 

271 億 

259 億 
250 億 255 億 

261 億 

282 億 

258 億 
269 億 

274 億 
272 億 

（年度） 

（年度） 

307 億 

291 億 
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77,912 74,278 73,564 76,601 

85,834 

77,116 74,658 72,074 
76,462 

85,032 

0
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90,000

H23 H24 H25 H26 H27

56,427 58,905 59,885 60,873 59,814 

56,196 57,806 59,043 59,636 58,556 

0

30,000

60,000

90,000

H23 H24 H25 H26 H27

6,620 7,069 7,151 7,035 6,899 

6,603 
7,047 7,137 7,025 

6,877 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H23 H24 H25 H26 H27

3,936 3,873 
4,166 4,240 4,136 

3,826 3,871 4,018 4,065 3,962 

0

2,000
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6,000

8,000

H23 H24 H25 H26 H27

3,794 
4,610 

5,830 
6,449 

5,825 

3,649 
4,522 

5,708 
6,290 

5,179 

0
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4,000

6,000

8,000

H23 H24 H25 H26 H27

7,499 8,318 

13,217 
11,676 

11,074 

7,307 
8,209 

13,079 
11,482 

10,415 

0

4,000
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1,654 
1,537 1,596 1,583 1,595 

1,630 1,517 1,569 1,566 1,585 
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2,726 2,752 
2,870 2,838 2,917 

2,674 2,709 2,815 2,780 2,859 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H23 H24 H25 H26 H27
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②特別会計②特別会計②特別会計②特別会計等等等等    

    

        【【【【国民健康保険国民健康保険国民健康保険国民健康保険】】】】                                                【介護保険】【介護保険】【介護保険】【介護保険】    

 

 

 

 

 

 

 

        【後期高齢者医療】【後期高齢者医療】【後期高齢者医療】【後期高齢者医療】                                            【介護サービス事業】【介護サービス事業】【介護サービス事業】【介護サービス事業】    

 

 

 

 

 

 

 

        【簡易水道事業】【簡易水道事業】【簡易水道事業】【簡易水道事業】                                                【公共下水道事業】【公共下水道事業】【公共下水道事業】【公共下水道事業】    

 

 

 

 

 

 

 

        【特定環境保全公共下水道事業】【特定環境保全公共下水道事業】【特定環境保全公共下水道事業】【特定環境保全公共下水道事業】                    【農業集落排水事業】【農業集落排水事業】【農業集落排水事業】【農業集落排水事業】    

 

 

 

 

 

 

 

        【水道事業会計】【水道事業会計】【水道事業会計】【水道事業会計】    

 

 

 

 

 

 

 

■歳入（総収益） 
■歳出（総費用） 

（単位：十万円） 

特別会計では、国民健康保険
料や下水道使用料などの特定
の収入によってその会計の事
業を行うため、一般会計とは
別に収入と支出の経理を行っ
ています。 

各会計ごとに決算の規模が 

違うため、グラフの目盛りも 

それぞれ異なるよ！ 
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６６６６    財政財政財政財政運営の健全性の運営の健全性の運営の健全性の運営の健全性の状況状況状況状況についてについてについてについて    

 地方自治体の財政の健全性は、平成２１年４月から全面施行となった「地方公共団体の財政の健全化に関

する法律」（財政健全化法）に基づき、次の４つの健全化判断比率の指標によって示されます。 

 

①実質赤字比率：①実質赤字比率：①実質赤字比率：①実質赤字比率：一般会計などの実質的な赤字額が、標準的な収入に対してどれくらいの割合かを示すもの 

②連結実質赤字比率：②連結実質赤字比率：②連結実質赤字比率：②連結実質赤字比率：全会計の実質的な赤字額が、標準的な収入に対してどれくらいの割合かを示すもの 

③実質公債費比率：③実質公債費比率：③実質公債費比率：③実質公債費比率：一般会計などの実質的な借入金の返済額が、標準的な収入に対してどれくらいの割合かを示すもの    

④将来負担比率：④将来負担比率：④将来負担比率：④将来負担比率：一般会計などが抱える実質的な負債の残高が、標準的な収入に対してどれくらいの割合かを示すもの 

 

 また、各公営企業（水道事業、簡易水道事業、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落

排水事業）の経営状態の健全性については、次の指標により示されています。 

⑤資金不足比率：⑤資金不足比率：⑤資金不足比率：⑤資金不足比率：各公営企業の資金不足額が、事業の規模に対してどれくらいの割合かを示すもの 

 

 

 

 

財政運営の状況が悪化すると財政運営の状況が悪化すると財政運営の状況が悪化すると財政運営の状況が悪化すると・・・・・・・・・・・・    

財政状況の危険信号を示す「早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準」、さらに財政破たん状態となる「財政再生基準財政再生基準財政再生基準財政再生基準」は数値が

大きいほど財政状況が悪いとされ、指標が基準を超えると、財政健全化（再生）計画を策定し国や県の指導

下で行財政運営を行うことになります。また、これらの指標は、地方債の償還金や残高などの、市が将来に

わたって負担すべき経費が深く関わってくることから、地方債の発行・管理を含め、適切な財政運営が求め

られます。 

 宇佐市の平成２７年度決算に基づく「健全化判断比率」については、前年度に引き続きすべて基準を下回

りました。また、各公営企業の「資金不足比率」については、いずれの会計も資金不足ではありません。 

 今後も、類似団体などの数値と比較・分析・検証しながら、引き続き財政の健全化に努めます。 

 

 

 

 

【財政健全化判断比率】【財政健全化判断比率】【財政健全化判断比率】【財政健全化判断比率】    

 平成平成平成平成 2222７７７７年度年度年度年度            （財政健全化計画）（財政健全化計画）（財政健全化計画）（財政健全化計画）    （財政再生計画）（財政再生計画）（財政再生計画）（財政再生計画）    

①実質赤字比率 赤字なし！赤字なし！赤字なし！赤字なし！       

②連結実質赤字比率 赤字なし！赤字なし！赤字なし！赤字なし！       

③実質公債費比率 5.15.15.15.1%%%%       

④将来負担比率 △△△△４１４１４１４１....２２２２%%%%      

    

 

⑤資金不足比率 
各公営企業各公営企業各公営企業各公営企業いずれもいずれもいずれもいずれも    

資金不足なし！資金不足なし！資金不足なし！資金不足なし！    
    健全健全健全健全    経営健全化団体経営健全化団体経営健全化団体経営健全化団体    

    

 

 

財政健全財政健全財政健全財政健全    財政悪化財政悪化財政悪化財政悪化    

早期早期早期早期健全化健全化健全化健全化基準基準基準基準 

経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準
 

20202020％％％％    

350%350%350%350%    

35%35%35%35%    25252525％％％％    

30%30%30%30%    17.617.617.617.6７７７７％％％％    

財
政
再
生
団
体

財
政
再
生
団
体

財
政
再
生
団
体

財
政
再
生
団
体    

早
期
健
全
化
団
体

早
期
健
全
化
団
体

早
期
健
全
化
団
体

早
期
健
全
化
団
体    

健
全
団
体

健
全
団
体

健
全
団
体

健
全
団
体    

20%20%20%20%    12.612.612.612.6７７７７％％％％    

財政再生財政再生財政再生財政再生基準基準基準基準 
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201６（平成 2８）年８月 

 

宇佐市 総務部 企画財政課 

 

〒879-0492 

大分県宇佐市大字上田 1030 番地の 1 

TEL 0978-32-1111 

FAX 0978-32-2331 

E-mail zaisei04@city.usa.oita.jp 


